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2019年６月10日

株 主 各 位

東京都千代田区丸の内一丁目６番５号

(証券コード：2892)
代表取締役 髙 野 瀬 　 励

第98期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第98期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの
で、後記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛
否をご表示のうえ2019年６月25日（火）午後５時30分までに当社に到着するようご送
付いただきたく、お願い申しあげます。

敬　具

記

日 時 2019年６月26日（水）午前10時
場 所 東京都千代田区丸の内三丁目５番１号

東京国際フォーラム　ガラス棟５階　「Ｇ510会議室」
（会場が昨年のガラス棟４階「G409会議室」から５階「G510会議
室」に変更となっておりますので、お間違えのないようご注意くだ
さい）
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株主各位
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会議の目的事項
報 告 事 項 第98期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告及

び計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

議決権の行使についてのご案内
代理人による議決権行使

　株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人と
して株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面
のご提出が必要になりますのでご了承ください。

以 上

───────────────────────────────────────

◎当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場にご提出ください。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、計算書類の「個別注記表」につきま

しては、法令及び当社定款第15条に基づき、当社ホームページ（https://www.
nisshoku.co.jp）に掲載させていただいておりますので、本招集ご通知添付書類に
は記載しておりません。
なお、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成する
に際して監査した計算書類には、本添付書類記載のもののほか、この「個別注記表」
として表示すべき事項も含まれております。

◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に記載すべき事項を修正する必要が生じ
た場合は、修正後の事項を当社ホームページ（https://www.nisshoku.co.jp）に
掲載いたしますのでご了承ください。

◎当日当社役職員は、夏期の節電対策の一環として、軽装（クールビズ）でご対応さ
せていただきます。株主の皆さまにおかれましても軽装にてご出席いただきますよ
うお願い申しあげます。
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添付書類
事　業　報　告

( 2018年 4 月 1 日から )2019年 3 月31日まで
　⒈　会社の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国の経済は、堅調な設備投資や好調な海外経済を背景に
企業収益や雇用、所得環境の改善が進み緩やかな回復基調で推移しましたが、相次
いだ自然災害の影響、米中の保護主義台頭及び地政学的リスクの高まりによる世界
経済の減速が予測される等、依然として先行き不透明な状況となりました。
　原料とうもろこしのシカゴ相場は、期初387セント／ブッシェル台で始まり、米
国の作付遅延や、ブラジルの雨不足による作柄悪化懸念等から408セント／ブッシ
ェル台迄値を上げましたが、米国の作付は例年並みに終了し、生育に適した天候と
なり過去最高の収穫量となったことから340セント／ブッシェル台迄値を下げまし
た。その後、米中貿易摩擦の激化から不安定な動きが続く中、米中首脳会談にて関
税の追加的引き上げを90日間保留にした事により、大豆相場の上昇に連動し、とう
もろこしも385セント/ブッシェル台まで値を上げました。その後は、事前予想を上
回る米国農務省の四半期在庫と作付意向面積の発表を受けて値を下げ、期末時点で
は356セント／ブッシェル台となりました。
　また、原油相場は期初63ドル／バレル台で始まり、中東の地政学的リスクの高ま
りやOPEC総会での減産枠の維持決定に加え、米国のイラン産原油禁輸制裁による
原油生産量減退懸念やUSMCAの合意による北米の経済拡大期待などから75ドル
／バレル台まで値を上げました。その後は、米国やサウジアラビアの生産量が増加
したことや、米国がイラン産原油禁輸措置について日本を含む8ヶ国に対し180日
間に限りイラン産原油の輸入を容認するとし供給量が増える見込みから42ドル／
バレル台となりましたが、米国のイランやベネズエラに対する制裁やOPECの協調
減産が継続している事から、期末時点では60ドル／バレル台となりました。
　一方、米国から日本までの穀物海上運賃は、期初53ドル／トン近辺で始まり、原
油価格上昇に伴う燃料高騰や、中国の旺盛な大豆購入による荷動き増加などから58
ドル／トンまで上昇しました。その後、年末年始の閑散期に急落しましたが、荷動
き増加に合わせて上昇し、期末時点では54ドル／トン台となりました。
　為替相場は、期初107円／ドル台で始まり、良好な米経済指標や米国債利回りの
上昇による米国経済の先行きの期待感から112円／ドル台まで円安が進行しました。
その後も米国大統領が中国やEUに対し関税率の引き上げを発表したことにより世
界的な貿易摩擦激化の懸念から円高となる場面があったものの、NAFTA再交渉の
合意等から115円/ドル台まで円安が進行しましたが、米国株式下落、米国金利低下
や米国政府機関の閉鎖に加え、英国のEU離脱問題や米国の年内利上げ見送りの見込
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み等から円高となり、期末時点では111円/ドル台となりました。
　このような状況のもと、当社は生産効率の改善、製品在庫水準の適正化及び各種
コスト削減に取り組むとともに、前期に引き続き付加価値製品の拡販に注力しまし
た。
　販売面では、5月の大型連休以降、梅雨入り後も比較的好天に恵まれたことと、4
月から例年より高い気温が続き、夏場も猛暑となったことにより、糖化製品はビー
ル系飲料、清涼飲料、氷菓向けが堅調に推移したものの、猛暑によりパン、乳飲料
向けが低調に推移したことに加え、豪雨、台風、地震などの災害による影響もあり
販売数量は減少しました。一方、澱粉製品につきましては、加工食品向け澱粉製品
は堅調に推移したものの、製紙業界の生産量減少による需要減退の影響を受け、製
紙向け澱粉製品の出荷が低調に推移したことから、全体の販売数量は減少しました。
　収益面では引き続き企業間競争激化及び原油価格の上昇等の影響から厳しい状況
となりました。
　この結果、当事業年度における当社の売上高は469億5千万円となり、前年同期
比12億3千万円（2.6％）の減収、営業利益は2千万円と前年同期比10億1千万円
（97.4％）の減益、経常利益は3億9千万円と前年同期比7億2千万円（64.6％）の
減益、当期純利益は2億8千万円と前年同期比7億1千万円（71.5％）の減益となり
ました。
　次に、各部門の販売概況は以下のとおりであります。

（澱粉部門）
　澱粉部門は、製紙向け澱粉製品の出荷が振るわず販売数量が減少したことにより、
売上高は121億8千万円と前年同期比10億5千万円（8.0％）の減収となりました。

（糖化品部門）
　糖化品部門は、猛暑によるパン、乳飲料向け製品の販売数量の減少と企業間競争
激化による価格競争により、売上高は277億6千万円と前年同期比3億4千万円
（1.2％）の減収となりました。

（ファインケミカル部門）
　ファインケミカル部門は、医薬品向け製品の出荷は堅調でしたが、食品向け製品
の出荷が低調に推移し、ほぼ前年並みとなり、売上高は17億5千万円と前年同期比
1千万円（0.6％）の増収となりました。

（副産物部門）
　副産物部門は、配合飼料の値上げの影響を受け販売単価が上昇したことにより、
売上高は52億4千万円と前年同期比1億5千万円（3.1％）の増収となりました。
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⑵　対処すべき課題
　2016-2018年度の中期経営計画において目標としました、最終年度(2018年度)
における売上高経常利益率3%以上、配当性向35%以上の達成に向けて各種施策に
取組んで参りましたが、売上高経常利益率については、2016年度には達成したも
のの、市況の悪化及び物流と原燃料コスト上昇等の要因により、2017及び2018年
度は未達となりました。一方、配当性向については、2018年度で達成することが
できました。
　今後もわが国の経済は、海外の政情不安や地政学的リスクの高まりの影響等によ
り、不透明な状況で推移していくものと予想されます。
　また、当社を取り巻く環境は、少子高齢化と人口減少という構造的な問題から製
品の需要に対し供給力が相対的に上回る状況が継続し、市況の低迷が続くことが予
想されます。加えて原油・原材料価格及び物流関連費用が上昇しており、経営環境
はさらに厳しくなることが見込まれます。
　このように外部環境が厳しさを増している事も踏まえ、2019-2021年度を実行
期間とする中期経営計画に掲げる各種施策を確実に実行し、短期的には経営の足場
を確りと固めていくと共に、中長期的には差別化の図れる製品・事業を継続的に育
成する事で収益の改善に努めて参ります。
　次期の見通しといたしましては、売上高450億円、営業利益5千万円、経常利益3
億円、当期純利益2億5千万円を見込んでおります。
　なお、2019-2021年度中期経営計画では、最終年度（2021年度）の連結ベース
経常利益を20億円としています。2019年度の通期予想が、2021年度での達成目
標に対し低い水準となっていますが、主な要因は企業間競争激化によるコモディテ
ィ製品の利益率の低下及び販売数量の減少等によるものです。

【中期経営計画】
　当社の中期経営計画の概要は次のとおりです。
＜定量目標＞
　2021年度の連結ベース経常利益を20億円とし、配当性向35％を目安に配当する
ことを目指します。
＜定性目標＞

①付加価値製品の拡販に傾注することにより、収益率の維持向上を目指します。
②社員教育の拡充により各社員が複数の業務を遂行できるようにし、業務の効率

化を進めます。

－ 5 －
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＜具体的施策＞
①主力製品について販売諸施策を企画・実行し採算の改善を図るとともに、付加

価値製品の販売を強化します。
②付加価値製品の製品ラインナップを拡充するとともに、これらの販売を強化し

ます。
③工場の最適操業を追求するとともに、製品歩留まりの改善や原単位の低減等を

通じて製造費用のさらなる削減を目指します。また、原材料の調達コスト及び
製品物流コストの削減に取り組みます。

④本社機能の富士工場移転を実行し、各事業所におけるビジネスプロセスの最適
化を実行します。また、各設備の補修から更新へのプロセスを見直し建設・補
修費のバランスの最適化を進めます。

⑤海外市場への拡大を目指し、海外の法令や顧客要求に対応した製品開発に取り
組みます。

⑥より柔軟な人事制度を導入し、人材教育体系の再構築を実行します。
⑶　設備投資等及び資金調達の状況

　当事業年度の設備投資額は総額20億８千万円で、主に既設生産設備の更新並びに
製品の品質向上に係る工事ほかに対するものであります。
　当期末借入金総額は58億２千万円で、長期借入金の返済等により、前期末に比し
４億７千万円の減少となっております。当期は、増資又は社債の発行等による資金
の調達は行っておりません。

－ 6 －
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⑷　財産及び損益の状況の推移

区 分 第95期
(2016年３月期)

第96期
(2017年３月期)

第97期
(2018年３月期)

第98期(当期)
(2019年３月期)

売 上 高 (百万円) 55,277 50,562 48,196 46,959

経 常 利 益 (百万円) 843 2,214 1,124 397

当 期 純 利 益 (百万円) 557 1,752 997 283

１株当たり当期純利益(円) 113.28 356.26 202.82 57.72

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 3,383.41 3,704.21 3,775.45 3,778.56

総 資 産 (百万円) 40,868 39,321 35,941 34,321
 

　（注）⒈　１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、また、１株当たり純資産
額は期末発行済株式総数により算出しております。なお、発行済株式総数について
は自己株式を控除しております。

⒉　2017年10月１日付で当社普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を行っ
ております。これに伴い、第95期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１
株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算出しています。

⒊　第95期は８月中旬前の猛暑や販売強化により清涼飲料向け糖化製品の販売数量が増
加したものの、販売単価が下落したこと等から売上高は1.5％の減収となった一方で
原料とうもろこし及び重油価格の下落による原材料コストが減少したこと等から経
常利益は21.9％の増益となりました。

⒋　第96期は９月初旬までの猛暑とその後の残暑等により販売数量が増加したものの、
販売単価が下落したこと等から売上高は8.5％の減収となりましたが、原料及び燃料
価格が低位で推移したことから経常利益は162.7％の増益となりました。

⒌　第97期は夏場の天候不順による糖化製品の低迷、製紙向け澱粉製品の出荷が企業間
競争激化及び安価な輸入品の影響をうけたこと等から、売上高は4.7％の減収とな
り、また原油価格の上昇の影響等から経常利益は49.2％の減益となりました。

⒍　第98期の状況については、前記「事業の経過及びその成果」に記載のとおりであり
ます。

－ 7 －
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⑸　重要な親会社の状況
①　親会社との関係

　当社の親会社は三菱商事株式会社で、同社は当社の株式を2,942千株（議決権
比率59.88％）所有しております。また、三菱商事株式会社は当社製品の販売代
理店であり、主要原料の仕入れ先でもあります。

②　親会社等との取引に関する事項
　当社は親会社である三菱商事株式会社から原料とうもろこし等を購入している
ほか、当社製品の販売代理店契約を締結しておりますが、取引条件等につきまし
ては、一般的な取引と同様、市場価格等を参考に協議、交渉の上合理的に決定し
ており、特別な取引条件はありません。
　なお、当社取締役会は、親会社との取引が当社の利益を害するものではないと
判断しております。

⑹　主要な事業内容（2019年３月31日現在）
　とうもろこし等の加工製品及びその二次加工製品の製造販売を主な事業としてお
ります。
　事業部門別の主たる製造品目は次のとおりです。

事 業 部 門 主 要 製 品

澱 粉 部 門 コーンスターチ、ワキシースターチ、加工澱粉ほか

糖 化 品 部 門 ぶどう糖（結晶・液状）、コーンシラップ、水飴、異性化糖、
難消化性グルカン（水溶性食物繊維）ほか

ファインケミカル部門 シクロデキストリン、輸液用糖質（結晶マルトース、局方ブドウ糖）
ほか

副 産 物 部 門 コーンオイル、グルーテンフィード、グルーテンミールほか

－ 8 －

重要な親会社の状況、主要な事業内容
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⑺　主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）
本社　　　本社（東京都千代田区）

 

営業所　　名古屋営業所（愛知県名古屋市）、大阪営業所（大阪府大阪市）、
福岡営業所（福岡県福岡市）

研究所　　研究所（静岡県富士市）
工場　　　富士工場（静岡県富士市）、水島工場（岡山県倉敷市）

⑻　主要な借入先（2019年３月31日現在）
（単位：百万円）

借 入 先 借 入 先

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,600

農林中央金庫 1,500

　（注）　2018年４月１日付で株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号を
変更しております。

⑼　従業員の状況（2019年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

435名 12名増 40歳5ヶ月 17年1ヶ月

　（注）　従業員数は、就業人員を記載しております。

－ 9 －

主要な営業所及び工場、主要な借入先、従業員の状況
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⒉　会社の株式に関する事項（2019年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 25,600千株
⑵　発行済株式の総数 6,400千株
⑶　当期末株主数 1,262名 （前期末比19名減）
⑷　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

三菱商事株式会社 2,942,600 59.82

NOMURA PB NOMINEES TK1 LIMITED 270,800 5.51

NPBN-SHOKORO LIMITED 233,800 4.75

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 229,399 4.66

三和澱粉工業株式会社 200,000 4.07

MSIP CLIENT SECURITIES 138,600 2.82

堀内運輸株式会社 102,000 2.07

堀内　篤 81,000 1.65

渡井　勲 31,700 0.64

日本食品化工従業員持株会 23,936 0.49
（注）⒈　持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

⒉　当社は自己株式1,481,095株を保有しておりますが、上記大株主から除外しており
ます。

⒊　タワー投資顧問株式会社から2015年３月２日付の大量保有報告書（変更報告書）の
写しの送付があり、2015年２月27日現在で以下の株式を保有している旨の報告を
受けておりますが、当社として当事業年度末現在における所有株式数の確認ができ
ておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであり、受領日時
点（株式併合前）の内容を記載しております。

氏名又は名称 住　所 保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

タワー投資顧問株式会社 東京都港区芝大門一丁目２番18号 3,520 11.00

－ 10 －

会社の株式に関する事項
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⒊　会社役員に関する事項
⑴　取締役の氏名等（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 髙野瀬　　　励 社長　内部監査・営業担当

取 締 役 伊 藤 和 雄 常務執行役員　総務・経理・情報システム担当

取 締 役 鈴 木 章 久 執行役員　業務・調達・技術担当

取 締 役 刀禰館　次　郎
三菱商事株式会社　生活消費財本部製粉糖質部
松谷化学工業株式会社　社外取締役
Asia Modified Starch Co.,Ltd. Director

取 締 役
（監査等委員） 村 松 隆 志 株式会社ジオコード　常勤監査役

取 締 役
（監査等委員） 田　辺　研一郎 中外合同法律事務所　弁護士

取 締 役
（監査等委員） 嶋 津 吉 裕

三菱商事株式会社　生活産業グループ管理部長
三菱食品株式会社　監査役
日東富士製粉株式会社　取締役（監査等委員）

 
（注）⒈　取締役（監査等委員）村松隆志及び田辺研一郎の両氏は、社外取締役であり、東京

証券取引所有価証券上場規程第436条の２にいう独立役員であります。
⒉　取締役（監査等委員）嶋津吉裕氏は、大手商社の管理部門における長年の経験があ

り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
⒊　当社は監査等委員会の職務を補助する使用人として、執行役員と同執行役員付の専

任者を置き、委員会の指揮命令に基づき監査業務のサポートを行うことで監査等委
員会の機能を支援することが十分可能であると判断しているため、常勤の監査等委
員を選定しておりません。

⒋　当社は執行役員制度を導入しております。取締役を兼務しない執行役員は、戸塚篤
史（新素材事業推進・品質保証・研究担当）、堀哲二（監査等委員会担当）、伝田
豊（生産担当、富士工場長）、伊藤剛（AMSCO事業担当、Asia Modified Starch 
Co.,Ltd. Managing Director）、長﨑剛（コモディティ事業・プロダクツ事業・経
営企画・海外事業担当）の５名であります。

 

⒌　当社と刀禰館次郎、村松隆志、田辺研一郎、嶋津吉裕の各氏は、会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定
める最低責任限度額以上の額としております。なお、当該責任限定の対象は、責任
の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がない場合に限定してお
ります。

⒍　代表取締役であった鈴木慎一郎氏は2018年6月27日開催の第97期定時株主総会終
結の時をもって取締役を退任いたしました。

⒎　取締役であった藤田佳久氏は2019年3月29日をもって取締役を辞任いたしました。
なお、退任時における重要な兼職は三菱商事株式会社 製粉糖質部長、日東富士製粉
株式会社 取締役でありました。

－ 11 －
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⑵　取締役の報酬等の額
（単位：百万円）

区 分 人 数 報 酬 等 の 総 額
取締役（監査等委員である

取締役を除く。） ６名 22
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３名
（２名）

13
（13）

合計
（うち社外取締役）

９名
（２名）

36
（13）

（注）⒈　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締
役の使用人分給与は含まれておりません。

⒉　2016年６月28日開催の第95期定時株主総会において、取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の報酬限度額を年額230百万円以内、取締役（監査等委員）の報
酬限度額を年額60百万円以内と決議いただいております。

⒊　上記表のほか、使用人兼務取締役（５名）の使用人分給与（賞与引当金の繰入額を
含む）を72百万円支払っております。

⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係

氏 名 重要な兼職の状況

村 松 隆 志 株式会社ジオコード　常勤監査役

田　辺　研一郎 中外合同法律事務所　弁護士

（注）　社外役員の各兼職先と当社との間にはいずれも特別な利害関係はありません。
②　社外役員の主な活動状況

氏 名 地 位 主 な 活 動 状 況

村 松 隆 志 社 外 取 締 役
（監査等委員）

当事業年度中に開催の取締役会10回のうち10回に、
また監査等委員会10回のうち10回に出席し、必要に
応じて経営者及び監査役としての豊富な経験と幅広い
知識に基づき発言を行っております。

田　辺　研一郎 社 外 取 締 役
（監査等委員）

当事業年度中に開催の取締役会10回のうち10回に、
また監査等委員会10回のうち10回に出席し、必要に
応じて、主に弁護士としての専門的見地から発言を行
っております。

（注）　上記のほか、会社法第370条及び当社定款第26条に基づく電磁的記録による取締役会
決議を１回行っております。

－ 12 －

会社役員に関する事項
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⒋　会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

有限責任監査法人　トーマツ
⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①　当社が支払うべき報酬等の額 35百万円

②　当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計 35百万円

（注）⒈　当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等と
金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的に
も区分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。

⒉　監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬
見積りの算出根拠等について必要な検証を行い、会計監査人の報酬等の額が合理的
なものであると判断し、会社法第399条の同意を行いました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの項
目に該当すると認められる場合には、監査等委員の全員の同意に基づき、会計監査
人を解任いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人の監査品質、当社からの独立性その他の評価
基準に従い、監査活動の適切性、妥当性を総合的に評価し、会計監査人の職務の執
行に支障があると判断されるなど、会計監査人の変更が必要であると認められる場
合には、株主総会に提出される会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を
決定いたします。

－ 13 －

会計監査人の状況
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⒌　会社の体制及び方針
業務の適正を確保するための体制の決議の内容

　当社は2019年3月29日開催の取締役会において業務の適正を確保するための体
制について次のとおり決議しております。
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
①複数の社外取締役の選任と執行役員制度を通じて、監督と職務の執行の分離を

行うとともに、取締役会の監督機能の強化を図る。
②法令、定款及び社内規程を順守し、社会倫理に適合する誠実な行動をとること

を職務遂行における最優先事項と位置付け、職務遂行にあたり順守すべき基本
的事項を定めた「役職員行動規範」を堅持し、取締役及び使用人への周知を図
る。

③財務報告の信頼性確保に必要な内部統制を構築し、適切に整備・運用するとと
もに、定期的に評価する。

④コンプライアンスオフィサーを委員長とするコンプライアンス委員会において、
コンプライアンスに関する重要事項の審議並びに法令順守体制の整備、見直し
及び維持を行う。

⑤内部監査室によるモニタリング及び内部通報制度の導入により、コンプライア
ンス違反を早期に発見し、適切な是正措置及び再発防止策を講じる。

⑥市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、
各自治体（都道府県）が制定する暴力団排除条例に従い毅然とした態度で対応
する。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①取締役の職務の執行に係る情報は、法令及び関係規程に基づき、各担当部署に

適切に保存及び管理させる。
②上記情報の保存及び管理は、取締役が常時閲覧可能な状態で行う。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①各リスクの管理責任者が、事業活動に伴うリスクを洗い出し、分析及び対応策

を策定するとともに、リスク管理委員会を設置し、全社的なレベルから分析の
上、その対応策を整備する。

②重大な危機が発生した場合は、危機対策本部を設置し、危機管理マニュアルに
従い適切に対応する。

－ 14 －
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⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会は、業務執行の決定の一部を取締役に委任する。また、権限に関する

規程に基づき、執行役員を含む使用人への権限委譲を行うことで、効率的な職
務執行を行う。

⑸　当社及びその親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制

①親会社との取引の実施及び取引の条件等については、特に公正性及び合理性に
留意して職務執行を行い、定期的にそれが保持されていることを確認する。

⑹　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
①監査等委員会の職務を補助する直属の監査等委員取締役補佐及び内部監査室を

置く。
⑺　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員

である取締役を除く。）からの独立性並びに当該取締役及び使用人に対する監
査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

①監査等委員取締役補佐及び内部監査室所属員（以下、併せて「補助使用人」と
いう。）は、専ら監査等委員会の指揮命令に基づき職務を行い、委員会の事前
同意を得た場合を除き、監査等委員以外の取締役及び使用人からの直接的指揮
命令は受けない。

②補助使用人は、監査の実効性の確保の観点から、その経験、知識、能力等を考
慮して人選する。

③補助使用人の人事評価は監査等委員会が決定し、人選、異動、処遇等は、監査
等委員会の同意を得て実施する。

⑻　当社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会へ
報告するための体制

①取締役及び使用人は、法定事項その他の定められた監査等委員会への報告を適
時に実施するとともに、監査等委員会の求めに応じて報告を行う。

②取締役及び使用人より内部通報制度に基づき通報があったときは、遅滞なく監
査等委員会にその内容を報告する。

－ 15 －
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⑼　監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを
受けないことを確保するための体制

①監査等委員会に報告した者に対して、報告したことを理由に不利益な取扱いを
行うことを禁止する。

②内部通報制度によって通報した者に対して、通報したことを理由に不利益な取
扱いを行わないことを定め、周知するとともに適切に運用する。

⑽　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

①監査等委員の職務の執行に必要と認められる費用やその前払等の請求があった
ときは、当該請求が適正でない場合を除き、速やかにこれに応じる。

②緊急又は臨時に支出した費用、外部専門家の助言を受けるための費用及びその
役割・責務に対する理解を深めるための知識の習得・更新のための研修費用等
について請求があった場合にも適切に対処する。

⑾　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査等委員会が選定する監査等委員（以下、選定監査等委員という）及び監査

等委員取締役補佐は、必要があると認めたときは、執行役員会他の重要な会議
に出席することができる。

②選定監査等委員及び監査等委員取締役補佐は、稟議書他の業務執行に係る重要
な文書をいつでも閲覧することができるとともに、必要があると認めたときは、
取締役及び使用人にその説明を求めることができる。

③監査等委員会又は監査等委員が、取締役、使用人及び会計監査人と定期的に情
報交換できる機会を確保する。

④監査等委員会の監査等基準及び監査等計画を尊重し、監査が円滑に実施できる
環境の整備に努める。

－ 16 －
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は2018年３月30日開催の取締役会で監査等委員会の職務の執行に必要な事
項を含む業務の適正を確保するための体制について決議しておりますが、その運用
状況の概要は以下のとおりであります。
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
　社内研修等を通じて「役職員行動規範」等の規程の社内への周知徹底を図ると
ともに、財務報告に係る内部統制を含む内部統制システムについて、内部監査室
が計画的に監査を実施し、必要に応じて是正措置及び再発防止策を講じておりま
す。また、コンプライアンス委員会を開催し、各部署における法令順守状況の確
認やコンプライアンス事案の検討を行っております。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録等、取締役の職務の執行に係る情報は、社内規程に従って適切
に保存及び管理しております。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理委員会を開催し、事業活動に伴う各種リスクの管理状況及び新たな
リスクへの対応方針等について確認・審議しております。また、重大な危機が発
生した場合を想定した危機管理マニュアルを策定し適切に対応するための体制を
整備しております。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会決議によって重要な業務執行の一部を取締役に委任し、効率的な意思
決定を行っております。また、取締役会では、経営上の重要な案件についての審
議を中心に運営し、各取締役が管掌する職務の遂行状況の報告を行っております。

⑸　当社及びその親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制

　取締役会において、親会社との取引条件等が当社の利益を害するものではなく、
公正かつ合理的なものであることを確認しております。

⑹　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会事務局を設置し、専任者２
名を配置しております。

－ 17 －
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⑺　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の他の監査等委員以外の取
締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会の職務を補助する使用人（補助使用人）は監査等委員以外の取締
役や使用人の指揮命令を受けない立場にあり、同使用人の処遇や評価については
監査等委員会の同意を得ております。また、内部監査室長の人選、異動、評価、
処遇等の実施にあたり、事前に監査等委員会に報告し意見を聴取しております。

⑻　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項

　補助使用人は、実効性確保の観点から知識・経験等を考慮して人選され、監査
等委員会の同意を得て配置しております。

⑼　当社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会へ
報告するための体制

　法定事項をはじめとした重要事項や監査等委員会が求める情報については、取
締役または補助使用人が適時に監査等委員会に報告しております。また、内部通
報制度を利用した通報については、速やかに監査等委員会に報告される仕組みと
なっております。

⑽　監査等委員会に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制

　「内部統制システム構築の基本方針」において、監査等委員会に報告した者に
対して、報告したことを理由に不利益な取扱いを行うことを禁止しており、また、
本基本方針は、イントラネットを通じて社内に周知しております。

⑾　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査等委員の職務の執行に必要な費用は会社が負担しており、また、その事務
については監査等委員会事務局が担当し、監査等委員会の請求に応じて速やかに
処理しております。

⑿　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員が求める執行役員会等の重要会議への出席や重要会議の議事録の閲
覧等、監査上必要な事項については適切に対応しております。また、監査等委員
会と代表取締役、その他の役職員及び会計監査人との情報の共有、意見を交換で
きるよう、定期的な会合を設けるとともに、内部監査の監査結果を報告するなど、
監査等委員会の監査に必要な情報を適時に提供しております。

－ 18 －
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貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

20,196
227

11,037
96

3,257
2,150
2,965

461
14,124
11,535

2,768
440

5,709
9

230
1,862

62
451
361
45

257
58

2,227
301
371

1,379
178
△3

流 動 負 債 9,188
買 掛 金 1,253
短 期 借 入 金 3,429
未 払 金 3,630
未 払 法 人 税 等 5
賞 与 引 当 金 748
役 員 賞 与 引 当 金 21
資 産 除 去 債 務 38
そ の 他 60

固 定 負 債 6,546
長 期 借 入 金 2,400
退 職 給 付 引 当 金 3,912
環 境 対 策 引 当 金 47
資 産 除 去 債 務 158
そ の 他 28

負 債 合 計 15,734
純 資 産 の 部
科 目 金 額

株 主 資 本 18,531
資 本 金 1,600
資 本 剰 余 金 327

資 本 準 備 金 327
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 18,750
利 益 準 備 金 400
そ の 他 利 益 剰 余 金 18,350

建 物 圧 縮 積 立 金 165
構築物圧縮積立金 0
機械装置圧縮積立金 0
土 地 圧 縮 積 立 金 113
別 途 積 立 金 7,000
繰 越 利 益 剰 余 金 11,071

自 己 株 式 △2,147
評価・換算差額等 55
その他有価証券評価差額金 56
繰延ヘッジ損益 △1
純 資 産 合 計 18,586

資 産 合 計 34,321 負債・純資産合計 34,321
（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2018年 4 月 1 日から )2019年 3 月31日まで
（単位：百万円）

項 目 金 額

売 上 高 46,959
売 上 原 価 38,873
売 上 総 利 益 8,085
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,058
営 業 利 益 27
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 250
受 取 保 険 金 50
為 替 差 益 63
受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 74
そ の 他 56 495

営 業 外 費 用

支 払 利 息 38
固 定 資 産 除 却 損 82
そ の 他 5 125

経 常 利 益 397
特 別 損 失

減 損 損 失 11 11
税 引 前 当 期 純 利 益 386
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 67
法 人 税 等 調 整 額 34 102
当 期 純 利 益 283

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
－ 20 －
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株主資本等変動計算書

( 2018年 4 月 1 日から )2019年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金
建 物 圧 縮
積 立 金

当 期 首 残 高 1,600 327 0 327 400 176
当 期 変 動 額

剰余金の配当
当 期 純 利 益
自己株式の取得
その他利益剰余金の取崩 △10
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

当期変動額合計 ─ ─ ─ ─ ─ △10
当 期 末 残 高 1,600 327 0 327 400 165

（単位：百万円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計構築物圧縮
積 立 金

機 械 装 置
圧縮積立金

土 地 圧 縮
積 立 金 別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 0 0 113 7,000 11,108 18,798
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △332 △332
当 期 純 利 益 283 283
自己株式の取得
その他利益剰余金の取崩 △0 11 ─
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

当期変動額合計 △0 ─ ─ ─ △36 △48
当 期 末 残 高 0 0 113 7,000 11,071 18,750

－ 21 －
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（単位：百万円）
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △2,147 18,579 57 △65 △7 18,571
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △332 △332
当 期 純 利 益 283 283
自己株式の取得 △0 △0 △0
その他利益剰余金の取崩 ─ ─
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) △1 64 63 63

当期変動額合計 △0 △48 △1 64 63 15
当 期 末 残 高 △2,147 18,531 56 △1 55 18,586

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2019年５月17日

日本食品化工株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 峯 敬 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 上 藤 継 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本食品化工株式会社の
2018年４月１日から2019年３月31日までの第98期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 23 －
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監査等委員会監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第98期事業年
度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につ
き以下のとおり報告いたします。

⒈　監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関
する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的
に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で
監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門

と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関
する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項
及び同号ロの判断及びその理由については、取締役会その他における審議の状況
等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書について検討いたしました。

－ 24 －

監査等委員会の監査報告
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⒉　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当
たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を
害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべ
き事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

2019年５月24日

日本食品化工株式会社　監査等委員会
監査等委員 村 松 隆 志 ㊞
監査等委員 田 　 辺 　 研 一 郎 ㊞
監査等委員 嶋 津 吉 裕 ㊞

（注）　監査等委員村松隆志及び田辺研一郎は、会社法第２条第15号及び第331条第
６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 25 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
１．期末配当に関する事項

　第98期の期末配当につきましては、当社の配当方針が企業価値の継続的な向
上と企業体質の更なる強化を目指しつつ、配当性向35％を目安としていること
から、以下のとおりといたしたいと存じます。

⑴　配当財産の種類
金銭

⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金25円　総額122,972,625円

⑶　剰余金の配当が効力を生ずる日
2019年６月27日

－ 26 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　当社定款の定めにより、本定時株主総会の終結の時をもって、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）全員の任期が満了いたします。つきましては、取締役（監査
等委員である取締役を除く。）４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

１

たか
髙

の
野

せ
瀬

 
　

 
　

 
　

つとむ
励

(1958年10月14日生)

1982年 ４月 三菱商事株式会社入社

400株

2004年 ６月 同社食糧本部油脂ユニットマネー
ジャー

2011年 ４月 同社農水産本部副本部長兼油脂ユ
ニットマネージャー

2013年 ４月 同社執行役員　生活産業グループ
CEOオフィス室長

2014年 ４月 同社執行役員　中国生活産業グル
ープ統括

2016年４ 月 同社執行役員　関西支社副支社長
2018
2018

2019

2019

年
年

年

年

４
６

１

４

月
月

月

月

当社社長　内部監査担当役員
当社代表取締役社長　内部監査担
当役員
当社代表取締役社長　内部監査・
営業担当役員
当社代表取締役社長　（現在）

【取締役候補者とした理由】
髙野瀬励氏は、長年にわたり大手商社で食糧関連事業や取引に従事し、当社に相応しい
豊富な経験と幅広い知識及び経営全般に関する高度な知見を有していることから、取締
役会の意思決定機能及び監督機能の強化を期待し、引き続き取締役候補者としました。

－ 27 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

2

い
伊

とう
藤

かず
和

お
雄

(1961年 1 月 7 日生)

1983年 ４月 三菱商事株式会社入社

０株

2003年 ５月 同社化学品グループコントロール
オフィス

2006年 ３月 同社化学品グループコントローラ
ー

2008年 ４月 欧州三菱商事会社出向兼欧阿中東
CIS統括付

2011年 ４月 三菱商事株式会社コーポレート担
当役員補佐

2013年４ 月 三菱商事フィナンシャルサービス
株式会社　代表取締役社長

2015年４ 月 三菱商事株式会社生活産業グルー
プ管理部長

2015年 ６月 当社監査役
2016年 ４月 三菱商事株式会社理事　生活産業

グループ管理部長
2016年 ６月 当社監査等委員である取締役
2017年 ６月 当社取締役　常務執行役員　総

務・経理・情報システム担当役員
（現在）

【取締役候補者とした理由】
伊藤和雄氏は、大手商社での豊富な経験と幅広い知識に加え、当社の経営全般並びに財
務及び会計に関する幅広い知見を有しており、これらの豊富な経験と知見による取締役
会の意思決定機能及び監督機能の強化を期待し、引き続き取締役候補者としました。

3

すず
鈴

き
木

あき
章

ひさ
久

(1959年 1 月10日生)

1981年 ４月 当社入社

1,300株

2006年 ６月 当社工務部長
2008年 ４月 当社業務部長
2012年 ６月 当社技術部長
2012年 ７月 当社参与　技術部長
2013年 ６月 当社執行役員　技術・品質保証担

当役員
2014年６ 月 当社執行役員　業務・調達・技術

担当役員
2016年 ６月 当社執行役員　業務・調達・技術・

品質保証担当役員
2017年 ４月 当社執行役員　業務・調達・技術

担当役員
2017年 ６月 当社取締役　執行役員　業務・調

達・技術担当役員（現在）
【取締役候補者とした理由】
鈴木章久氏は、当社生産技術・業務部門における長年の経験と幅広い知識に加え、当社
の経営全般及び技術に関する幅広い知見を有しており、これらの経験と知見による取締
役会の意思決定機能及び監督機能の強化を期待し、引き続き取締役候補者としました。

－ 28 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

4

と
刀

ね
禰

だち
館

 
　

じ
次

 
　

ろう
郎

(1966年12月 6 日生)

1990年 ４月 三菱商事株式会社入社

０株

1999年 ４月 Asia Modified Starch Co., Ltd.
出向

2002年 ４月 Asia Citrix Co., Ltd.出向
2005年11月 三菱商事株式会社食糧本部澱粉・

ビールユニット
2008年 ４月 同社食糧本部糖質ユニット
2009年 ５月 英国三菱商事会社兼独国三菱商事

会社出向
2011年４ 月 欧州三菱商事会社出向
2012年５ 月 三菱商事株式会社農水産本部糖質

ユニット
2013年４ 月 同社農水産本部糖質部
2014年４ 月 当社執行役員　経営企画室長　経

営企画担当役員
2015年 １月 当社執行役員　コモディティ事

業・プロダクツ事業・経営企画担
当役員

2018

2018

2019

2019

年

年

年

年

４

６

１

4

月

月

月

月

当社執行役員　コモディティ事
業・プロダクツ事業・海外事業・
経営企画・営業担当役員
当社取締役（現任）　執行役員　
コモディティ事業・プロダクツ事
業・海外事業・経営企画・営業担
当役員
三菱商事株式会社生活消費財本部
製粉糖質部
同社消費財本部製粉糖質部長
（現在）

(重要な兼職の状況)
松谷化学工業株式会社　社外取締役
Asia Modified Starch Co., Ltd.　Director

【取締役候補者とした理由】
刀禰館次郎氏は、大手商社での豊富な経験と幅広い知識に加え、当社の経営全般に関す
る幅広い知見を有しており、当社経営の透明性や客観性の向上、並びにコーポレート・
ガバナンスの強化、充実のために必要な指摘や助言を期待し、引き続き取締役候補者と
しました。

－ 29 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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（注）⒈　各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
⒉　髙野瀬励、伊藤和雄、刀禰館次郎の各氏は、現在及び過去５年間において当社の親

会社である三菱商事株式会社の業務執行者であり、その地位及び担当は、上記の「略
歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」に記載のとおりであります。

⒊　松谷化学工業株式会社は当社製品の取引先であります。
⒋　Asia Modified Starch Co., Ltd.は当社の関連会社であります。
⒌　当社は、刀禰館次郎氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏が再任された場合、
当社は責任限定契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額以上の額としており
ます。また、当該責任限定の対象は、責任の原因となった職務の遂行について善意
でかつ重大な過失がない場合に限定しております。

⒍　監査等委員会の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の選任及び報酬等につ
いての意見の概要は以下のとおりであります。
監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者の選定は適切
な手続きで実施され、選定された各候補者の職務執行状況及び経歴等を評価した結
果、取締役として適任であると判断しております。また、監査等委員会は、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等について検討した結果、報酬体系や
各取締役の報酬等はそれぞれの職責と業績に相応しい水準であると判断しておりま
す。

以　上

－ 30 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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－ 31 －

白
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株主総会会場ご案内略図

会 場 東京都千代田区丸の内三丁目５番１号
東京国際フォーラム　ガラス棟５階「Ｇ５１０会議室」
☎ (03) 3212－9111（当社本社）
☎ (03) 5221－9000（東京国際フォーラム）

日比谷通り

新東京
ビル

三菱ＵＦＪ銀行

東京ビル

明治生命館
帝国
劇場

新国際
ビル

Ｄ Ｃ Ｂ Ａ

Ｇ

有
楽
町
線・有
楽
町
駅

D5

ビック
カメラ

DNタワー
21

新有楽町
ビル

東京
交通会館首都高速道路外堀通り

JR有楽町駅
国際フォーラム口

東京国際フォーラム

交通●ＪＲ線 有楽町駅より徒歩１分（国際フォーラム口）
●地下鉄 有楽町線有楽町駅より徒歩３分（Ｄ５出口から地下コンコース

にて連絡）

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

－ 32 －

地図




